
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 日本 自

1 事業の成果

(1)顕彰活動 :日 本に於ける自動車産業・学術 。文化に貢献した先人先達の偉業を顕彰し、殿堂者
(殿堂入り)と して 3～ 4名の表彰を行い後世に伝承する。また、自動車社会の発

展に貢献した歴史に残る名車 3～ 4車を歴史遺産車として顕彰し伝承する。更に年
次の最も優れた乗用車、輸入車、テクノロジーおよびデザイン各 1件を選考し、開
発グループと共に表彰し伝承する。

(2)展示支援活動 :歴史に残る日本自動車殿堂者の偉業と「その心と知と技」を伝え、健全な自動
車社会の発展と次代の若人にむけたモノづくりの意義と啓発に資する展示支援活
動を実施する。

(3)教育活動 :顕彰内容を掲載した機関誌 JAHFAを発行し、全国の大学等や関係方面に配布(贈

呈)。 広報として国内外 (日 本・欧米・アセアン諸国等々)に顕彰内容を発信。
(4)情報発信活動 :オフィシャルサイ ト (https:〃www.jahhip)に よる情報発信を通年に亘って行

い、自動車に係る学術 。文化 。産業 。モビリティの発展に寄与する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業             (事 業費の総費用 【 5,133  】千円)

兵己示ス|こ 冨己幸爽
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千

円)

顕彰活動

1.日 本自動車殿堂
殿堂者(殿堂入 り)

4名の顕彰及び表
彰。

2.日 本自動車殿堂
歴史遺産車 4車の

顕彰及び表彰。
3.日本自動車殿堂

イヤー賞 〔4賞〕を
開発者 と共 に表
彰。

令和 4年
11月 15
日

表彰映像
配信開始
15日 13:

30

学士会館 (神

田錦町)ホー

リレ

および日本自

動車殿堂オフ

ィシャルサイ

ト内で配信

会員 9名

事務局

協力者

若干名

授 賞 関
係者 。大
学 。大学
院生 。企
業 技 術
者 &社
員 。研究
者 ・ 教
授・教員
学生 。児
童 。一般
ユーサ―゙

など

1000人
(年 間

推定数)
1, 472

展示支援
活動等

1.展示支援 〔I〕 :殿堂
者・歴史遺産車・

イヤー賞写真展
示。総覧展示・機
関誌配布など。

2.歴史遺産車展示支
援

1.平成
29生F ll
月 よ り

継 続 展
示支援
2

年
り
フト

援

.行す禾口2
1月 よ

継 続 層
活 動 支

1,日 本自動
車博物館 (石

川県小松市)

2.ト ヨタ博

物館 (愛知県

長久手市)

会員 4

名及び

び協力

者延ベ

18名

1、  2.
学生、大
学院生、
企 業 関
係者、一

般 の 来
館 者 な
ど。

8万人 0l 5

教育活動

1.JAHFANQ22発行
(2,500部 )、 謹呈発送

約 2500部。国内外大
学等 。図書館・ミュー
ジアム等に前年度に
続き謹呈。

2022`年11

1月 15日
～ 2023
年 2月 28
日

全 国 主 要 大
学・専門学校
及 び研 究 機
関。全国主要
図書館。自動
車企業

会員 20
名
及 び 協
力 者 延
べ 25名

大学 。大
学院生、
専 門 校
生、研究
者、企業
人等

糸̀i〕 2500
人

3,424



情報
活

発信
動

1.JAHFAオ フィシ
ャルサイ トによ
る殿堂者・歴史遺
産車等々の顕彰・

論壇 。論文等情報
発信、表彰式典記
録映像配信

２２
月
甦

２０
　
Ｈ
　
日

年 https://www.

iahfa.ip

会員 4名

及び

協 力 者

延べ 12

名

ア ク セ

ス数

推 定 約

10万件。

10万人
3

(2)その他の事業 な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が△塾場合)

特定非営利活動法人  日本自動車殿堂

1イ市 :円

1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

5.545,340
150,000

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益
事業収益

受取利息 119

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2

会場借用代
荷造運賃
表彰式典会場設置費・消耗品費
外注作業代
機材・備品費
宣伝費

159,307

132, 135

824,801

415,637
121,003

158,798

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

事務所費用 (12カ 月)

荷造運賃
消耗品費
銀行振込手数料
通信費
会議費
外注作業代

695.454

165.306
187,504

1,600

42.432
5,878

476,925

A ) 48、 981

過年度損益修正益

災害損失

当 C



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  日本自動車殿堂

ヽ

1

種
~~の~部

資産

現金預金
未収金
棚卸資産

11, 641, 535

資産含計  ・・・① 11,641,51
1資産

(1)有形固定資産
車両運搬具
什器備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア
借地権

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

:産
合 計 ②

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,641,535

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】



1

16 28

重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準

(1'棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

事業別損益の状況

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本自動車殿堂

によっています。

科 日
顕彰事業

展示支援活
動事業

教育活動事
業

情報発信事
業

事業部門計 管理部門 合計

119

5695`159 5695・:159 5695`159

1593{)7

26330

105000

17116380

12468

120000

695`154

165306

26404

1600

42432

5878

476925

161100

1471124 105000 18491169 132:168 3558061 157501)9 51331(

511

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会場借用代

事務所費用

荷造運賃

交通費

備品消耗品費

振込手数料

通信費

会議費

外注作業代

印刷製本費
宣伝費

その他経費計

経常費用計

消費税計 (10%)
当期経常増減額

内 容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

103089



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

8

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

.ノヽ■エ
に1百 1

科 日 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合 計

科 目 期首残高 当期イ入 当期返済 期末残高

△
=上にコ日 |

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条 関係 )

令和 4年度 財産目録

事 業 報 告 用

現金預金
手九現金
三菱UFJ銀 行普通預金
みずほ銀行普通預金

未収金
○○事業未収金
▲▲事業未収金

0

7.941468
3,700.067

棚卸資産
販売用寄附物品

両運搬只
事業用車両

什器備品
ハソコン

2

ソフ トウェア
オヘレ~ン ヨンンステム

文書編集ソフ ト

借地権
OO市事業所

敷金
○○市事業所

長期貸付金
OO銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 11,641

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

預り金
源泉徴収税

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 0

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 11,641,535



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 ぶ卍誌驚虐ぢF幌隆輩ξl:脇篇甜鯉鉗窪哲
所並

塾重翌墨圭型里理量左△__旦」L望整墾量皇

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入)

氏   名

l 理 事

フジモ トタカヒロ 4 年  4月  1日

5 年1 3月  31日

な し

藤本 隆宏

2 理 事

ヒロセ トシヤ 4 年  4月  1日

5 年 3月  31日
な し

廣瀬 敏也

3 理事

カタヤマミツオ 4 年 4月  1日

5 年1 3月  31日
な し

片山 光夫

4 理 事

ヤマモ トヨウジ 4 年  4月  1日

5 年 3月  31日

な し

山本 洋司

5 理 事

ノザキヒロミチ 4 年 4月  1日

5 年 3月  31日
な し

野崎 博路

6 理事

ヤマダクニミツ 4 年  4月  1日

5 年 3月  31日
な し

山田 国光

7 理 事

コバヤシケンイチ 4 年

年

4月  1日

Э 3月  31日

な し

小林 謙一

監 事

タケカワアキラ 4 年 4月  1日

5 年 3月  31日
な し

武川 明



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 日本自動車殿堂

氏   名

1

藤本 隆宏

2

野崎 博路

3

山本 洋司

4

廣瀬 敏也

5

景山  郎́

6

小林 謙一

7

片山 光夫

8

山田 国光

9

武川 明

10

木村 徹

11

坂口 善英


